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１．はじめに 

 

 「地域における情報流通の確保等に関する分科会1」の取りまとめ（平成 29 年５

月）では、ＡＭラジオ放送2の設備の老朽化が進み設備維持コストがかさんでいるこ

と等が経営上の課題となっていることを踏まえて、ＡＭラジオ放送の将来像につい

て、「ラジオの役割、ラジオ聴取の実態、放送設備の状況、諸外国の状況をはじめ

様々な要素を考慮する必要があり、国は、関係者と連携し、中長期的な観点から検

討を進めるべき」とされている。 

 

 この取りまとめを踏まえて、平成 30 年 11 月から、「放送事業の基盤強化に関す

る検討分科会」（以下「本検討分科会」という。）を開催し、ＡＭラジオ放送のあり

方について、一般社団法人日本民間放送連盟（以下「民放連」という。）等からヒア

リングを行い、検討を進めてきたところである。 

 

 なお、本検討分科会では、主な検討事項として、「放送事業者の経営の現状分析・

今後の見通し」、「放送事業者の経営基盤強化のあり方」、「放送事業者の経営ガバナ

ンス」及び「ＡＭラジオのあり方」の４つを設定し、検討を行っており、そのうち

「ＡＭラジオのあり方」について取りまとめたものが、本取りまとめである。 

 

ラジオ放送の中長期的な維持・発展のためには、ＡＭラジオ放送制度の抜本的な

見直しが必要であり、本取りまとめの「提言」では、見直しの方向性や今後の検討

課題などを示している。 

 

 本取りまとめの「提言」を踏まえ、総務省では、必要な制度整備等を行うべきで

ある。また、ＡＭラジオ放送事業者が、その制度を活用して経営の効率化を図り、

引き続き、国民生活に不可欠なメディアであり続けるとともに、コンテンツやサー

ビスの維持・向上を通じて、国民・聴取者が経営の効率化のメリットを享受できる

ようになることを期待したい。 

 

 

  

                                                   
1 「放送を巡る諸課題に関する検討会」の下に設置された分科会の１つ。 
2 本取りまとめでは、「中波放送」のことを「ＡＭラジオ放送」又は「ＡＭ放送」と記載する。 
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２．ＡＭラジオ放送の役割と経営状況等 

 

（１）ラジオに期待される役割 

 ラジオのメディアとしての特性は、「受信機と乾電池があれば、いつでもどこ

でも聴くことができる、大変便利なメディアである。また、ラジオは、地域に

密着した生放送中心のメディアであり、パーソナリティの肉声がリスナーとの

間に親しみのあるコミュニケーションを形成する」とされている3。 

 また、災害時においては、いち早く災害情報を地域住民に提供する「ファー

ストインフォーマー」（第一情報提供者）としての役割が期待されており、東日

本大震災（平成 23年３月）をはじめ、これまでの大規模災害時でも、地域住民

の安心・安全を確保するために重要な役割を果たしてきた。特に、大規模な停

電が発生した北海道胆振東部地震（平成 30年９月）など、停電を伴う災害時に

は、ラジオの果たす役割は、一層大きい4。 

図表１ 北海道胆振東部地震に関する調査結果 

地震等からの避難時に役に立った情報源 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：第５回 民放連説明資料より抜粋） 

 

図表２ 北海道胆振東部地震に関する調査結果 

使用したメディア・コミュニケーション手段（当日） 
 

 

 

 

 

 

（出典：第５回 民放連説明資料より抜粋） 

 

                                                   
3 第４回会合（平成 31年３月 27日）における民放連提出資料より 
4 民放連研究所によると、北海道胆振東部地震において「地震等からの避難時に役に立った情報源」を調査したと

ころ、「ラジオ」（62.3％）が「携帯電話/スマホの通話」（54.3％）、「地震/災害関連安否確認サイト」（53.1％）、

「ソーシャルメディア」（49.0％）、「テレビ」（34.4％）等を上回り、調査項目の中でトップになっている（図表

１）。 
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（２）ＡＭラジオ放送事業者の現状 

 ＡＭラジオ放送事業者（本取りまとめでは、ＡＭラジオ放送を行う民間放送

事業者のことを指し、ＮＨＫは含まないこととする。）は、令和元年６月現在、

ラジオ・テレビ兼営社が 32社、ラジオ単営社が 15社となっており、合計 47社

である。ＡＭラジオ放送事業者の自主制作比率は、ラジオ・テレビ兼営社 49.8％、

ＡＭラジオ放送単営社 74.4％5（2015年民放連調べ）となっている6。 

 ＡＭラジオ放送事業者は、東京（関東広域圏）のキー局を中心に以下の全国

ネットワークを構成している。 

図表３ ラジオ放送事業者の系列ネットワーク 

 

（出典：第１回 民放連説明資料より抜粋） 

 

                                                   
5 この数値は、短波放送を行う株式会社日経ラジオ社を含むものである。 
6 第２回会合（平成 31年１月 17日）における民放連提出資料より 
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 （３）ＡＭラジオ放送事業者の経営状況 

 ＡＭラジオ放送事業者のラジオ営業収入（売上高）は、平成 29年度で 797億

円である。過去最大であった平成３年度の 2,040 億円に比べると６割減となっ

ており、近年も減少傾向にある7。また、今後も、ラジオ営業収入は、少なくと

も 2025年度までは減少が続くと予測8されている。 

 なお、ＡＭラジオ放送事業者 47社のうち、ラジオ単営社 14社9について、平

成 29年度決算で赤字になっているのは５社である。 

図表４ 事業者別当期損益の黒字社、赤字社 

 

 

 

  

                                                   
7 第１回会合（平成 30年 11月 20日）における民放連提出資料より 
8 第４回会合（平成 31年３月 27日）における民放連提出資料より 
9 平成 30 年３月 31 日時点。平成 30 年４月１日に朝日放送株式会社が朝日放送グループホールディングス株式会

社に移行したことに伴い、同日より、傘下の朝日放送ラジオ株式会社もラジオ単営社として事業を実施しており、

現在は全 15社となっている。 
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３．ＦＭ補完放送の状況 

 

（１）現行のＦＭ補完放送制度 

 ＡＭラジオ放送は、災害時において、非常に重要な役割を果たすものである

ことから、「災害時において、被災情報、避難情報といった生命・財産の安全確

保に必要な情報が適切に提供されるよう、難聴対策、災害対策として、周波数

状況等を踏まえ、送信ネットワークの強靭化を推進する必要がある10」ため、平

成 26 年度に、ＶＨＦ帯の一部（90.0～94.9MHz）をＡＭラジオ放送のＦＭ補完

中継局のための周波数として利用できるよう制度整備が行われた11。 

 この制度整備では、ＡＭ親局に対応するＦＭ補完中継局（「主たるＦＭ補完中

継局」）で使用する周波数を「基幹放送用周波数使用計画」で定めたが、平成 31

年度末（令和元年度末）までに、その周波数が使用されない場合は、同計画か

ら、その周波数を削除することとされている。 

 なお、ＮＨＫについては、「主たるＦＭ補完中継局」のための周波数は、割り

当てられていない。 

 ＦＭ補完中継局は、現行制度上、ＡＭラジオ放送の「補完」という位置付け

であり、ＡＭラジオ放送事業者が、ＦＭ補完放送を実施するエリアでＡＭラジ

オ放送を実施していることが前提である。したがって、例えば、ＡＭラジオ放

送事業者が、ＡＭラジオ放送の親局を停波し、その代わりにＦＭ補完中継局を

親局としてラジオ放送を継続することはできない。 

 なお、ＡＭラジオ放送事業者がＦＭ補完中継局を整備する際には、国（総務

省）の支援措置（補助金）を活用することができる。 

図表５ ＡＭラジオ放送親局・中継局とＦＭ補完中継局の関係イメージ 

 

                                                   
10 「放送ネットワークの強靭化に関する検討会 中間取りまとめ」（平成 25年７月） 
11 従来のＦＭラジオ放送の周波数（76.1～89.9MHz）に加え、新たにＦＭラジオ放送用として使用可能とした周波

数（90.0～94.9MHz）によりＡＭラジオ放送の放送番組を放送するものは、「ワイドＦＭ」と呼ばれている。 



8 

 

 （２）ＦＭ補完中継局の整備状況 

 平成 26年度のＦＭ補完放送制度の整備以後、ＡＭラジオ放送事業者は、順次、

ＦＭ補完中継局を整備してきたところであり、本年６月末時点で、主たるＦＭ

補完中継局については、ＡＭラジオ放送事業者 47 社のうち、44 社が既に整備

済み（ＦＭ補完放送を実施中）であり、残る３社も予備免許を取得済み（本年

度内にＦＭ補完放送を開始予定）である。また、ＦＭ補完中継局の整備に当た

っては、地理的に連続して聴取可能とするため、ＦＭ同期放送を用いて、聴取

者の利便性確保及び周波数の効率的な利用を行っているＡＭラジオ放送事業者

もある。 

 

 （３）ＦＭ補完放送に対応した受信端末の普及状況と予測 

 ＦＭ補完放送で使用する周波数（90.0～94.9MHz）は、一般的なＦＭ放送で使

用する周波数（76.1～89.9MHz）とは異なることから、ＦＭ補完放送を聴取する

ためには、その周波数に対応しているラジオ端末が必要である。 

 平成 31 年２月に実施したアンケート調査12によると、家庭用ラジオ（カーラ

ジオを除く。）のうち、ＦＭ補完放送に対応したラジオ端末は、約 53％であっ

た。一定の仮定を置いて試算すると、10 年後（令和 11 年２月）には、約 88％

まで普及すると予測される。 

図表６ ＦＭ補完放送対応端末の普及状況と予測（家庭用ラジオ） 

 
（出典：三菱総合研究所「ラジオ受信機・聴取状況に関するアンケート調査結果（速報

版）」（2019年２月実施）より抜粋） 

  

                                                   
12 三菱総合研究所が総務省からの請負調査として実施した Web アンケート調査。20代以上を対象に実施し、全国

3,100名から有効回答があった。 
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４．ＡＭラジオ放送事業の経営の課題 

 

 （１）収入面の課題 

民放連の説明によると、収入面の課題は次のとおりである。 

ＡＭラジオ放送事業者にとって、主な収入源である広告収入が縮小する中で、

事業継続に必要な営業収入（売上高）を確保するためには、インターネット配

信など、新たな収入源を開拓していく必要がある。ラジオ放送事業者（在京の

ラジオ放送事業者を除く。）の広告収入の広告主は、全国広告主が３割、地元広

告主が７割程度であり、タイム広告の割合が大きくスポット広告の割合が小さ

い傾向にある。また、ラジオ放送事業者の自己資本比率は 70％程度を維持して

おり、これは資本金 10 億円以上の企業の全産業平均（45％）を上回っている。 

   

図表７ ラジオ営業収入の推移 

 

（出典：第１回 民放連説明資料を加工） 

 

（２）設備更新等の課題 

民放連の説明によると、設備更新等の面で次のような課題がある。 

ＡＭラジオ放送事業者は、ＦＭ補完放送の開始により、ＡＭラジオ放送とＦ

Ｍ補完放送の両方の設備を運用するためのコスト負担が発生している。 

 また、ＡＭラジオ放送の送信設備は効率を高めるため、①送信周波数に対し

て適切なアンテナ高、②ラジアルアースを敷設する広い敷地、③伝導率の高い

敷地（多くの水分を含んだ土地）が必要であり、既存のＡＭラジオ放送の送信
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設備から放送を継続しながら当該送信設備を更新することは、同じ敷地内での

建替え、別の敷地での新設のいずれも物理的に極めて困難である。放送を継続

する必要がある一方で設備投資には限界がある中、ＡＭラジオ放送事業者は親

局等の設備更新が実質的に極めて困難なため、中長期的な設備投資計画を策定

できない状況にある。 

さらに、ＡＭラジオ放送は、電力消費量が大きいなど、ＦＭラジオ放送の設

備に比べて、その運用コストが大きい13。 

    

図表８ ＡＭラジオ放送の送信設備 

 

（出典：第４回 民放連説明資料より抜粋） 

 

 

 

 

  

                                                   
13 ＡＭラジオ放送の方が、ＦＭラジオ放送に比べて、電力消費量は大きいが、カバーするエリアも大きく、山間

地でも届きやすいため、同じエリアをカバーする場合には、必ずしも、ＡＭラジオ放送の方がＦＭラジオ放送より

もコストが高くなるとは限らない。 
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５．ＡＭラジオ放送事業者の近年の取組14 

 

  ラジオ放送そのものとは別であるが、近年以下のような取組が行われている。 

 

 （１）ラジオ番組のインターネット配信（radiko） 

 ＡＭラジオ放送事業者は、ＦＭラジオ放送事業者とともに、難聴対策、聴取

機会の拡大、若者層へのアプローチ、ＳＮＳと連携した新しいラジオの楽しみ

方の提案、ラジオ業界全体としての媒体価値向上などの観点から、ラジオ番組

のインターネット配信サービスに取り組んでいる。 

 radikoサービスでは、全国のラジオ番組をインターネットで同時配信（93局

が参加）しており、全国の番組を聴取できる（エリアフリー：有料）ほか、過去

１週間の番組を聴取できる（タイムフリー：無料）。 

 radiko アプリのダウンロード数は、平成 31 年４月現在で、3,000 万件を超

え、月間アクティブユーザー数は 768 万（平成 30 年７月は 660 万）、プレミア

ム会員数は 60.4 万（平成 30 年７月は 52.9 万）、月間総聴取分数は約 51 億分

（平成 30年７月は約 46億分）となっており、増え続けている。 

図表９ radikoの利用状況 

 
（出典：第５回 民放連説明資料より抜粋） 

 

 radikoの長所は、インターネット経由でスマートフォンやタブレット端末等

を利用した多様なデバイスでの聴取、リッチコンテンツ（番組表での選曲、出

演者、楽曲情報、ＳＮＳ連携、楽曲購入）、アプリによる操作性、エリアフリー、

タイムフリー、データ活用によるマネタイズ等が挙げられる。逆に、短所は、

通信回線・バッファによる遅延、輻輳する可能性、パケット消費等が挙げられ

る。 

  

                                                   
14 第５回会合（令和元年５月 17日）における民放連提出資料により作成。記載している数値は、民放連資料に

記載されているものを転記。 
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図表 10  radikoのデータ活用によるマネタイズ 

 

（出典：第５回 民放連説明資料より抜粋） 

 

 ラジオ放送事業者には、radiko によって、接触率の増加、新規リスナーの獲

得、聴取習慣の定着やＳＮＳによるシェア・拡散（タイムフリー）、コンテンツ

の全国展開（エリアフリー）等の効果がもたらされている。 

 

 （２）ラジオ放送が受信可能なスマートフォン（ラジスマ） 

スマートフォンの普及が急速に進み、radikoの聴取デバイスも、パソコンか

らスマートフォンにシフトしている。 

このような状況を踏まえて、民放連は、ＦＭラジオ放送と通信によるストリ

ーミングの両方を１つのアプリ（radikoアプリ）で制御するハイブリッドラジ

オ機能を搭載するスマートフォンの開発・実用化に向けて、通信事業者やメー

カー等に働きかけを行った結果、本年２月に２つの機種が発売された（ハイブ

リッドラジオ機能を搭載するスマートフォンの愛称は「ラジスマ」とされてい

る。）。 

図表 11 ラジスマにおける放送と通信の切替えイメージ 

 

（出典：第５回 民放連説明資料より抜粋） 
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大規模災害時には通信回線の輻輳が生じるおそれがある一方、放送では輻輳

が生じないため、日頃から持ち歩くスマートフォンが、放送波を受信できるこ

とは、大規模災害時における情報入手の観点から非常に重要である。また、災

害に伴う停電時に課題となるスマートフォンの電力消費も、通信に比べて、放

送波の受信の方が省電力であるというメリットもある。さらに、インターネッ

ト配信では遅延が生じるが放送波では生じない点、通信ができない状況にあっ

ても放送波を受信できれば情報を入手できる点もメリットとして挙げられる。 

「ラジスマ」はＦＭ補完放送に対応している。現在、難聴・災害対策として

日本全国で多くのＡＭラジオ放送事業者がＦＭ補完放送を開始しており、既存

のＦＭ局に加え、ＡＭ局の放送も「ラジスマ」で聴くことができる。 

図表 12 ラジスマのメリット 

 

（出典：第５回 民放連説明資料より抜粋） 

 

図表 13 通信の活用によるラジオのこれから 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：第５回 民放連説明資料より抜粋）  
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６．ＡＭラジオ放送に関する諸外国の状況  

 

  ＡＭラジオ放送（特にＡＭラジオ放送の終了）について、英国、フランス、ドイ

ツ及び米国の状況を整理すると、以下の（１）から（４）のとおりである15。 

  なお、各国によって事情は異なり、我が国と単純に比較することはできないこと

に留意が必要である。 

 

 （１）英国 

   英国には BBCを始め、全国局、ローカル局、コミュニティ局を合わせ、ＡＭと

ＦＭそれぞれ 89、531のラジオ局が存在する。加えて、デジタル放送（DAB）もほ

ぼ全国で行われている。 

   英国では、いずれもコスト削減を理由として、BBC の一部のローカルＡＭラジ

オ放送の送信局の停波、全国商業放送（Absolute Radio）の一部ＡＭ送信局の停

波・出力低減が行われている。 

   BBC は、ローカルＡＭ局の試行的停波を行った後に、ローカルＡＭ局 10 局の

13 送信局について停波した（いずれの局も、ＦＭ放送、DAB、オンライン配信を

行っており、オンライン配信されたコンテンツは BBC iPlayer にて聴取可能 ）。 

試行的停波は、「リスナーの反応をみること」、「ＡＭ以外の手段でも十分なカバ

レッジが確保されていることを確認すること」を目的とし、ＡＭラジオ放送エリ

アのカバレッジ、都市部・郊外の違いを考慮の上、地域・送信局を選定して実施

した。BBCは、その結果に基づいて停波を行う送信局を決定した。 

Absolute Radio は、５つの送信局の出力低減及び 12 の送信局の閉鎖によるＡ

Ｍラジオ放送のカバレッジの縮減を通信庁（Ofcom）に申請した。Ofcomはパブリ

ックコンサルテーションを実施し、提出された意見を踏まえて、停波の影響を受

けるリスナーの多くが DAB、インターネット、その他の手段によって引き続き聴

取することが可能であること等を勘案し、申請を認めた。 

 

 （２）フランス 

   フランスでは 2015年 12月 31日に France info及び France bleuがＡＭラジ

オ放送の送信局を停波した。その結果、現在一部地域でＡＭラジオ放送を行って

いる事業者があるが、全国的なＡＭラジオ放送は行われておらず、ＦＭラジオ放

送が中心である。デジタル放送（DAB+）も行われているが、普及率はまだ高くな

い。 

   公共放送である Radio France は、ＡＭラジオ放送を停止し、ＦＭでの放送に

切り替えた。これは Radio France と文化省の間の契約「目標及び手段に関する

合意」で定められており、その中では停波の理由として、ラジオの放送方法を現

                                                   
15  （１）から（４）の内容は、第５回会合（令和元年５月 17日）等に中村秀治構成員から提出された資料（三

菱総合研究所における調査結果）を踏まえて作成したものである。 



15 

 

代の技術・方法に適合させるという技術的観点及びコスト削減という財務的観点

に言及されている。 

   Radio France は、ＡＭラジオ放送停波の代替手段としてはＦＭ放送を選択す

るとともに、オンラインメディアへの投資やインターネット配信・モバイルアプ

リなどのサービス提供にも取り組むとしている。また、視聴覚高等評議会（CSA）

は、ラジオ放送の DAB+による送信を促進する意向を表明した。 

 

 （３）ドイツ 

   ドイツのラジオ公共放送は、ドイツ公共放送連盟（ARD）に加盟する各州の放送

協会と、ドイチュラントラジオ（DLR）からなる。ARD加盟各局及び DLRはそれぞ

れ全国ＡＭネットワークを運用していたが、いずれも 2014年から 2015年にかけ

て、ＡＭラジオ放送を停止した。 

   ＡＭラジオ放送が停波された以降は、ＦＭラジオ放送及び DAB+によってラジ

オ放送を行っている。 

   商業放送については、1990 年代及び 2000 年代初頭に複数の事業者がＡＭで放

送を開始したが、それらのほとんどは数年しか続かず、現在は１局も残っていな

い。 

 

 （４）米国 

   米国ではＡＭラジオ放送局約 4,600 局、ＦＭラジオ放送局約 10,900 局（Low 

Power ＦＭを含まず）がラジオ放送を行っている。 

   2018 年９月、Casa Pinon 社が、自社が運営するＡＭラジオ放送の送信局につ

いて、ＦＭ中継局で試験的な送信を行う間、既存ＡＭ送信局を一時的に停波した

い、という申請を連邦通信委員会（FCC）に対して行った。同社は、申請書に「Ａ

Ｍラジオ局がＡＭ送信局を停波しＦＭ中継局のみでの送信に移行することを、将

来的に FCCが認可する可能性」も期待して申出を行った旨を記載していた。しか

しながら、FCC はこの申請を認めないとの決定を行った。理由として、当該ＦＭ

中継局はすでに稼働している中継局であり、FCC 規則で求められる要件（既存の

ものとは異なる新たな放送技術・機器・システム・サービスに関する研究及び実

験を行うことを目的とすること）を満たしておらず、改めて試験を行う意義は認

められないことを挙げている。加えて、この決定の末尾では「FCC はＡＭ局によ

るＡＭ免許の放棄を許可することは考えていない」と述べ、ＡＭ停波については

完全に否定した。 
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７．ＡＭラジオ放送制度の見直しに関する要望 

  

本検討分科会では、民放連から、ＡＭラジオ放送について、営業収入の減少が続

き、近い将来に改善が見込める状況にないため設備投資に限界がある中で、ＡＭラ

ジオ放送の送信アンテナ等が老朽化しつつあるという状況を踏まえ、ＦＭ補完放送

制度に関して①の要望が示された。また、その他、②から⑥の要望が示された。 

 

①ＦＭ補完中継局制度の見直し 

 ・ＦＭ補完中継局制度を見直し、ＡＭ放送からＦＭ放送への転換や両放送の併用

を可能とするよう制度を整備する。 

 ・遅くとも 2028 年の再免許時までに、ＡＭ放送事業者の経営判断によってＡＭ

放送からＦＭ放送への転換や両放送の併用を全国的に可能とする。 

 ・全国的な制度整備に向けた諸課題を洗いだしつつ、2023年の再免許時を目途に

ＡＭ放送を一部地域で実証実験として長期間にわたり停波できるよう、総務省

は必要な制度的措置を行う。 

・なお、実証実験は、リスナーに混乱がないように実施することとし、大きな問

題が継続して起きなければ、そのままＡＭ放送を停波する前提で取り組みたい。 

 

②ＦＭ同期放送の普及推進 

・経営判断によってＦＭ同期放送のための設備整備を行う民放事業者への支援 

 

③ＦＭ放送のトンネル内再放送の普及推進 

・道路管理者（国、市町村、高速道路会社）への設備整備の働きかけ 

 

④放送ネットワークの強靱化 

・災害対策、難聴対策などのための支援措置の継続、拡充 

 

⑤無線局運用の資格要件の緩和 

・コミュニティ放送局と同等の資格要件（第二級陸上特殊無線技士以上）への緩

和 

 

⑥デジタル化するメディア環境への民放ラジオ事業者それぞれの取り組みへの支

援 
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８．構成員からの意見  

  民放連からの要望に対する構成員からの主な意見は、次のとおりである。 

 

 （１）「ＦＭ補完中継局制度の見直し」の要望に関する意見 

  ・厳しい言い方になるが新規の設備投資は不可能である。収入はこれらを維持で

きるレベルにはほど遠く、今の設備環境は、企業努力で対応できる範囲を超え

ている。ＡＭ事業停止による経営基盤強化を図るべき時期に来ている。 

・ＦＭ局、ＡＭ局の制度を維持するという視点ではなく、どのように、消費者に

対して、ラジオという手段が制度として継続できるかという視点で判断をして

いく時期に来ている。経営の視点から見ると、ＡＭ放送を選択する理由はない。

制度の維持から経営の自由への制度改革というものをこの時期に検討するべき

ではないか。また、更新を簡素化・効率化して、安く更新ができる手法に切替

えていく視点は重要だと思う。 

・良いタイミングで要望をいただいた。後押しして、新しいスキームに変えてい

く必要がある。ユーザー目線では、ユーザーが聴ける状態を担保してから移行

する必要がある。広告主目線においても、聴けない地域が残ったままの移行は

問題がある。 

・併用を可能にすると、経営判断によって、極端な場合では併用がずっと続くこ

とも制度的に許容される印象を受けるが、それは制度としての合理性の観点か

らは中途半端と思う。また、ＡＭから移行したＦＭと既存ＦＭでは、メディア

としての性格づけのようなものも明確化することが求められるのか。 

・（普段はラジオを聴いていなくて）災害時のためだけに備蓄用品の一つとしてＡ

Ｍラジオを持っている人も多い。いざというときに使えないと困る。そういっ

た人へ丁寧に周知する必要がある。 

・現実には地域ごとにまだら模様の移行になるのではないか。そのときに、公共

性の高いラジオというサービスがどの程度のユニバーサル性を本当に求めるべ

きかという問題が残る。メディアミックスの時代になってきているので、ＡＭ・

ＦＭ放送という単一メディアだけでユニバーサル性を議論することが妥当なの

かをしっかりと議論すべき時代に入っている。地域において多様なメディアに

情報伝達サービスの悉皆性がどこまで必要なのかについても、事実を捉えた上

で、合理的な移行プランを考えるべき。 

・ラジオ放送は国民の知る権利に係る以上、現実にはまだら模様で進むとしても、

客観性や合理性がある形での制度設計が必要ではないか。 

・ラジオの音質向上の点からは、ＡＭからＦＭに移ることは必要ではないか。 

・ラジオが５Ｇ時代においても生き残っていくためには、ＦＭ放送へ、あるいは

インターネットへの流れが必要。ラジオがインターネットで出されることにつ

いては、規制はなく、経営判断で取り組むことができるのではないか。 

・これからＡＭ放送の、ＦＭ放送への移行等を考えていくに当たっては、現在の
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ＡＭラジオというメディアの特性や、代替可能性のあるメディアは何なのかを

しっかりと分析していく必要がある。 

・民放連の要望は、究極的にＡＭ停波を目指すのか、ＦＭ放送との併用を目指す

のか読み取りにくく、消費者、聴取者にとって混乱のもとになる危険がある。

原則と例外をはっきりと示しておく必要がある。 

・要望の背景がＡＭラジオ放送局の経営問題であることは理解できるが、仮にＡ

Ｍを停波することになれば、その周波数をどうするのか、送信所の跡地をどう

するのかということも含めて、地域に対してどのような形で還元されるのかが

見えてこないと、地域には受け入れられないのではないか。 

・ＦＭ放送への転換という流れの一方でインターネットラジオを進めるという状

況で、将来どうするのかを放送事業者として十分戦略的に考えてほしい。 

・ＡＭ放送からＦＭ放送への転換は、アナログメディアからアナログメディアへ

の転換である。この際、ＩＰ放送への転換についても選択肢の一つとして検討

すべきではないか。 

 

 （２）その他の要望に関する意見 

・radikoのさらなる普及を考える中で、インターネットによって同時に聴かれる、

幅広くユーザーを獲得できるような番組の制作について、民放連内部や関係局

の間で検討してほしい。 

・インターネットの世界ではフェイクニュースが流されるようなこともあるので、

インターネットラジオが放送メディアとして維持されるにはそれなりの工夫が

必要ではないか。 

・ラジオに関しては今まで、誰が聴いているか、手紙が来ないと分からなかった

ものが、ビッグデータ化することによっていつ誰がどこで何を聴いているか分

かるようになるほか、さらに１週間分取りためたものからリクエストが可能で

あったり、放送エリア外の地域のラジオ番組も聴いたりすることができるとい

う意味では、日本国内をカバーする良いプラットフォームになったと思うので、

より一層利活用いただきたい。 

  

  



19 

 

９．ＦＭ補完放送制度の見直しに関する提言 

 

 （１）基本的な方向性 

 民間ＡＭラジオ放送事業者16の経営は厳しく、企業努力で対応できる範囲を超

えており、ＡＭラジオ放送の停波も含む運用の工夫による経営基盤強化を図る

ことができるよう、民放連の要望を踏まえ、以下の課題を検討しつつ現行制度

を見直すべきである。 

 

 （２）今後検討すべき課題 

 民間ＡＭラジオ放送事業者が、ＡＭラジオ放送からＦＭラジオ放送への転換

や両放送の併用17（以下「ＦＭ転換等」という。）する場合、①から④の観点か

ら、課題を整理し、対策を講じる必要があると考えられる。 

  

① カバーエリアの観点 

 ＡＭラジオ放送は、ＦＭラジオ放送に比べて、山間地までカバーしやすい特

性があり、ＦＭ転換等を行った場合には、これまで受信ができていた山間地等

の一部で、受信ができなくなる可能性があることから、そのような地域に情報

を届ける方策について検討することが必要である。また、トンネルでは、現在、

ＡＭラジオ放送だけを再放送している（ＦＭ補完放送は再放送していない）こ

とが多いので、その対策についても検討が必要である。 

 

② 対応受信機の観点 

ＦＭ補完放送の周波数に対応した家庭用ラジオ（カーラジオを除く。）の普及

率18は、全体の５割強と推計される。今後、この普及率を引き上げるための取組

が必要である。また、ＦＭ転換等に向けて、その普及率を定期的に確認しなが

ら、ＦＭ補完放送の周波数に対応したラジオの普及を進めていくことが必要で

ある。 

 

③ 周知広報の観点 

 ＦＭ転換等を行う場合には、「ＡＭラジオ放送が停波すると、これまで聴いて

いたＡＭの周波数では、その放送は受信できなくなる」ということを、国民・

聴取者に、十分に周知する必要がある。特に、災害時の備品として買ったＡＭ

専用ラジオ（普段は使用していないラジオ）では、ＦＭラジオ放送を聴くこと

ができないことに、災害時まで気がつかなかったというようなことがないよう、

関係者と協力して十分に周知すべきである。 

                                                   
16 「提言」では、ＮＨＫを除くことを明確にするために、「民間ＡＭラジオ放送事業者」と記載している。 
17 ここで言う「併用」とは、放送対象地域の一部をＡＭ放送（部分的にＦＭ補完中継局を活用する場合も含

む）で、その他をＦＭ放送のみでカバーするという趣旨である。 
18 三菱総合研究所が実施したアンケート調査結果に基づくものであり、2019 年 2 月現在の普及率。 
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 また、ＦＭ転換等については、民間ＡＭラジオ放送事業者が、その経営判断

により行うものであり、ＮＨＫのＡＭラジオ放送は、引き続き、継続すること

も併せて周知する必要がある。 

なお、国民・聴取者の混乱を避けるために、全国的な制度整備に当たっては、

ＦＭ転換等とＡＭラジオ放送継続のどちらが原則となるのかを整理することが

望ましい。 

 

④ 周波数の効率的な利用の観点 

ＦＭ転換等を行う場合には、カバーエリアを拡大するために、新たなＦＭ中

継局整備が必要となると考えられる。既にＦＭ用の周波数はひっ迫しているこ

とから、中継局整備のために、同期放送の積極的な導入等周波数の効率的な利

用の推進が必要である。 

 

以上の①から④までの観点の他に、既存のＦＭラジオ放送事業者との公平な

競争環境を確保する観点から、放送対象地域に関する現行のラジオ放送制度と

の整合性について整理が必要である。 

また、放送行政に直接関係すること以外の影響も考えられる。例えば、現在

の政見放送は、ＡＭラジオ放送では実施しているがＦＭラジオ放送では実施し

ていないことに留意が必要である。また、ＡＭ波は外国から到来しやすいこと

にも留意が必要である。 

なお、ＦＭ転換等を行い、経営を効率化したメリットが、地域住民・聴取者

にも還元されるよう、ＦＭ転換等を行う民間ＡＭラジオ放送事業者は、地域コ

ンテンツの充実等に積極的に取り組むべきである。 

 

 （３）今後のスケジュール 

民放連から要望のあった「実証実験」に関しては、一部のＡＭ親局・中継局

について停波することになることから、課題を整理することが必要である。実

施までの期間は残り４年程度であり、停波に向け、総務省において、これらの

取組に関する基本的な方針を決定するとともに、当該民間ＡＭラジオ放送事業

者において、従前のサービス水準を維持するためのＦＭラジオ放送によるカバ

ーエリア拡大に向けたＦＭ中継局整備、関係する地方公共団体への説明、地域

住民・聴取者への周知・広報、広告主等への説明などが必要となる。これらの

実施が可能となるような制度整備のためには、パブリックコメントの実施など

一定の期間が必要になることを考慮すると、総務省において、民放連と連携し

て早急に検討を開始し、令和２年（2020年）秋までを目途に、実施内容の具体

案を公表すべきである。なお、「実証実験」としての停波の実施に際しては、災

害の発生や大きな課題が生じた場合等には、直ちにＡＭ放送を再開できる状態

を保持しておくことが適当と考えられる。 
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また、令和５年（2023年）の「実証実験」としての停波までに、総務省、民

放連及び各民間ＡＭラジオ放送事業者が、それぞれの役割を踏まえて、できる

限り、（２）で示した課題への対応に取り組むべきであり、それまでに対応でき

なかった課題については、その検証結果も踏まえて、令和 10年（2028年）の再

免許時までに行う全国的な制度整備に間に合うよう、課題への対応に取り組む

べきである。 
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10．ＦＭ補完放送中継局制度以外に関する提言 

 

民放連から示された要望のうち、「ＦＭ同期放送の普及推進」と「ＦＭ放送の

トンネル内再放送の普及推進」については、「９．ＦＭ補完放送制度の見直しに

関する提言」の中で記載したとおり、ＦＭ転換等の円滑な実現のためにも、関

係者が協力して推進していくべきである。 

また、「放送ネットワークの強靱化」については、これまで総務省において、

必要な予算の確保を図ってきたところであり、引き続き、その取組を継続して

いくことが望ましい。 

その他の要望事項については、総務省において、その内容や必要性を精査し、

必要な施策があれば、適宜講じるべきである。 

なお、デジタル化するメディア環境を踏まえて、ラジオ放送事業者は、これ

まで、インターネット配信やラジスマの普及推進など、さまざまな取組を行っ

てきたところであり、引き続き、ラジオ放送事業者において、このような取組

を進めていくことにより、ラジオ放送事業者の経営基盤強化が図られることを

期待したい。 
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11．おわりに 

 

本取りまとめで示した提言については、挙げた課題を解決しつつ、具体化してい

くことが望ましい。また、ＡＭ放送からＦＭ放送への転換や併用といった取組は、

単に放送事業者の経営上の問題や設備更改の困難さといった観点からだけではな

く、ラジオという放送サービスの高度化、聴取者の利便性の向上といった観点を主

眼として行われるべきものである。 

総務省及び各放送事業者においては、この点を念頭に置きながら、本提言の実現

に取り組むことが期待される。 
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